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新たな定款認証制度。ついて（士業者方、の説明メモ，攣禦璧

1（1，公害…喜芸…規則の改正について　　　　　竃遷都L

平成30年10月12日に改正された公証人法施行規則第1字鎧や

3条の4により、公証人は、株式会社、一般社団法人及び一般

財団法人の定款認証の際に、嘱託人から、法人成立時の実質的

支配者となるべき者の氏名等並びにその者が暴力団員及び国際

テロリスト（以下「暴力団員等」といいます。）に該当するか

否かを申告させなければならないこととなりました。

また、申告された実質的支配者となるべき者が暴力団員等に

に該当し、又は該当するおそれがあると認められた場合には、

嘱託人又は実質的支配者となるべき者に対し、申告内容等につ

いて必要な説明を求め、当該説明によっても法人の設立行為に

違法があると認められる場合には、公証人は、定款認証を拒否

しなければならないこととなりました。上記申告や上記説明自

体がない場合も、同様に拒否することとなります。

＊　暴力団員とは、暴力団の構成員（暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律2条6号）です。

＊　国際テロリストとは、国際連合安全保障理事会決議第1

267号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財

産の凍結等に瀾する特別措置法3条1項の規定により公告

されている者又は同法4条1項の規定による指定を受けて

いる者であり、平成30年9月時点で、合計405個人及

び105団体が指定されています。

（2）改正された公証人法施行規則

第13条の4

1公証人は、会社法（平成17年法律第86号）第30条

第1項並びに一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

（平成18年法律第48号）第13条及び第155条の規
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定による定款の認証を行う場合には、嘱託人に、次の各号

に掲げる事項を申告させるものとする。

①　法人の成立の時にその実質的支配者（犯罪による収益

の移転防止に関する法律（平成19年法律第22号）第

4条第1項第4号に規定する者をいう。）となるべき者

の氏名、住居及び生年月日

②　前号に規定する実質的支配者となるべき者が暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律

第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（次項にお

いて「暴力団員」という。）又は国際連合安全保障理事

会決議第1267号等を踏まえ我が国が実施する国際テ

ロリストの財産の凍結等に関する特別措置法（平成2　6

年法律第124号）第3条第1項の規定により公告され

ている者（現に同項に規定する名簿に記載されている者

に限る。）若しくは同法第4条第1項の規定による指定

を受けている者（次項において「国際テロリスト」とい

う。）に該当するか否か

2　公証人は、前項の定款の認証を行う場合において、同項

第1号に規定する実質的支配者となるべき者が、暴力団員

又は国際テロリストに該当し、又は該当するおそれがある

と認めるときは、嘱託人文は当該実質的支配者となるべき

者に必要な説明をさせなければならない。

（3）改正の趣旨

今回の改正は、法人の実質的支配者を把握することにより、

法人の透明性を高め、暴力団員等による法人の不正使用、マネ

ーロンダリングやテロ資金供与等を抑止することを目的とする

ものであり、国内外からの要請に基づくものです。特に、来年

に迫ったFATF（資金洗浄に関する金融活動作業部会）によ

る第4次対日相互審査に対応するものとなっています。

＊　FATF（FinancialAction Task Force on Money Laundering）と
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は、「ファトフ」と呼ばれているマネーロンダリングやテ

ロ資金の供与を防止するための勧告を行っている政府間機

関であり、平成31年に第4次対日相互審査が開始される

予定になっています。この審査項目の一つが、勧告24に

ある法人の透明性及び実質的支配者に関するものとなって

おり、この相互審査での評価向上に向けた取組を行うこと

が我が国の経済活動に対する国際的な信用を向上させるこ

とにつながるものと考えられています。

（4）改正のポイント

①　施行時期

平成30年11月30日（金）

申請日が基準となります0紙定款（書面による定款）の場

合は、申請日と認証日が同日となることが多いのですが、電

子定款の場合は、相違することもよくあるので、注意が必要

です。例えば、電子定款認証のオンライン申請が11月29

日であれば、認証日が12月3日であっても、実質的支配者

となるべき者の申告等は不要ですが、オンライン申請が11

月30日以降であれば、実質的支配者となるべき者の申告等

が必要となります。

特に、11月30日は、制度の切替日となり、その日に申

請して、その日に認証を受けるということは、できる限り避

けるようにしていただくようお願いいたします。

なお、電子定款認証の新たな申請者側画面が11月26日

から表示されるようになりますが、その操作方法は、後記4

（2）①で説明します。

②　対象となる法人

株式会社、一般社団法人及び一般財団法人のみです。

そのほかの特定日的会社や弁護士法人等の定款認証手続は、

従来どおりです。

③　認証の種類



電子定款の認証だけでなく、紙定款の認証も対象となりま

す。

④　実質的支配者

その事業経営を実質的に支配することが可能となる関係に

ある者として主務省令で定める者（犯罪による収益の移転防

止に関する法律〈以下「犯収法」という。〉　4条1項4号）

です。

≧一屋一隻凰軸旦皇
（1）申告書の入手方法

日本公証人連合会では、参考資料1の「実質的支配者となる

べき者の申告書（株式会社用）」と、参考資料2の「実質的支

配者となるべき者の申告書（一般社団・一般財団用）」の2種

類の申告書を用意しています0その入手方法及び提出方法等は、

次のとおりです。

①　日本公証人連合会のホームページから申告書をダウンロー

ドし、これに所要事項を入力の上、

ア　これに記名及び電子署名を付して公証人にメール送信す

る方法

イ　これを印刷し、署名押印又は記名押印を付して、公証人

に対し、ファックス送信し、郵送し、持参し、又はそのP

DFファイルをメール送信する方法

②　公証役場に備え置かれている申告書用紙を利用して所要事

項を記入した上、署名押印又は記名押印を付して、公証人に

対し、ファックス送信し、郵送し、持参し、又はそのPDF

ファイルをメール送信する方法

③　上記申告書と同内容の申告書を自ら作成する方法

（2）申告書の記載方法について

①　公証役場名・公証人名を記載（担当公証人名が不明なとき

は、公証役場に相談してください。）

②　設立する法人名（商号・名称）を記載
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③　申告書の作成年月日を記載

④　嘱託人住所を記載し、嘱託人氏名を署名押印又は記名押印

＊　押印は、電子署名でもよく、また、認め印でも差し支
一一・一一一・～】I一一1叶・－ノー■一・・一一一｝、、一■－ト、一、－1－－｝　　　‥‾‘■一、・、、・′一一・一、

えありません。

＊　嘱託人（定款作成代理人）が弁護士法人、司法書士法

人、行政書士法人等であれば、当該法人の住所・名称・

代表者名を記載していただくこととなります。

⑤　実質的支配者となるべき者の該当事由欄の1から4までの

いずれかにチェック

⑥　実質的支配者となるべき者の本人特定事項等を記載

記載項目は、住居・氏名・よみがな・国籍等・性別・生年．

月日・議決権割合（株式会社の場合のみ）・実質的支配者該

当性の根拠資料

＊　実質的支配者となるべき者が複数名のときは、その全

員について記載してください。

＊　実質的支配者となるべき者が3名を超えるときは、更

に別の申告書乳乳技工患五五三ふださ烏。
－1　　一‾　‾　ノヽ－1　　－　‾‾　－　■一一1●　　　一一一

⑦　暴力団員等該当性の「該当」、「非該当」のいずれかを○

で囲むこと。

⑧　実質的支配者該当性の根拠資料欄の該当項目を○で囲むこ

と。

（3）申告書の添付資料

申告書には、次の資料を添付してください。

①　実質的支配者となるべき者の本人特定事項等が明らかにな

る資料

ア　自然人の場合は、運転免許証・旅券・個人番号カード

（マイナンバーカード）・在留カード等の写し等　軒幣空照覿

イ　法人の場合は、全部事項証明書及び印鑑証明書の原本又

は写し（代表者印を印鑑証明書の欄外等に押捺してくださ

い。）
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②　実質的支配者該当性の根拠資料

ア　定款のみが根拠資料のときは、添付資料不要

イ　定款以外の根拠資料があるときは、その原本又は写し

り　根拠資料なしのときは、申告書の実質的支配者該当性の

根拠資料欄の「なし」を○で囲むこと。

（4）申告書及び添付資料の送付方法　　も鼻懲沫

申告書及び添付資料の公証人への送付は、

二二こ；l
ールのいず

埠真二転義フア
必去法でも差し支えありません。

また、公証人側では、ファックスやメールで送付された場合

でも、その送付されたものを原本とk£県覧霊泉段差、改めて、

署名押印等をした申告書そ甲も、のゑ公証人に圭愛息る必題腸あ
L　一、・・　一■　－　－■

りません。

3　実質的支配者となるべき者の該当事由について

（1）株式会社の場合　　　　　　　　　　　巽狛3、も

次の順序に従って確認します0　　　号軽画轟沈
ざ香二√

．－　ふ、■こ

①　設立する会社の議決権の総数のき＿旦嵐ゑ超える儲凍権遽轟甘言

接又は間接に有する自然人となるべき者（犯収法施行規則1

1条2項1号）がいれば、その者が実質的支配者

②　上記①に該当する者がいない場合は、設立する会社の議決率照や

権の総数の【25％一逐超える議決権を直接又は間接に有する自

然人となるべき者（同項1号）がいれば、その該当者全員が

実質的支配者となるべき者

③　上記①及び②のいずれにも該当する者がいない場合は、出

資、融資、取引その他の関係を通じて、設立する会社の事業

活動に支阻的蕪影響力を有する日華本土曳考′べき者（同項2

号）がいれば、その該当者全員が実質的支配者となるべき者

④　上記①、②及び③のいず町こ÷瓢該当する者がいない場合は、

設立芝ゑ会食ゑ些遠ふ√、その業‾務を執行する自然人となるべ

き者（同項4号）が、実質的支配者となるべき者
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【特に留意していただきたい事項】

ア　上記①又は②に該当しても、当該法人の事業経営を実質

的に支配する意思又は能力を有していないことが明らかな

者は除かれます（同項1号）。

例えば、定款作成代理人となることの多い士業者甲が、

外国居住の乙から、「設立時発行株式全部を引き受ける発

起人となり、設立時取締役となること、設立後直ちに乙に

発行済株式全部を譲渡し、取締役も乙に変更すること」を

依頼されてこれに応じ、乙の企画した定款内容での株式会

社を設立する場合、甲は、当該法人の事業経営を実質的に

支配する意思又は能力がないことが明らかであると認めら

れますから、実質的支配者となるべき者とは認められませ

ん。そうであれば、乙が、上記③の「設立する会社の事業

活動に支配的な影響力を有する自然人となるべき者」に該

当し、実質的支配者となるべき者と確認されることになる

と思われます。

イ　議決権の保有数は、直接保有と間接保有の合計数となり

ます（同条3項）。

直接保有とは、自然人が発起人となり、設立会社に出資

して株式を自ら保有することです。

間接保有とは 自然人の支配法 （当該自然人が5

を超える議決権稟真夏る通人）潮発展Aとな遇、毯立会且
－J－「＿二J→■　・‾‘ヽ‾　一　　一　・　　一▼

に出資して株式を保有するこ＿とで淀∩

自然人Aが、設立する甲株式会社の設立時発行

♂否苓　株式の25％を引き受け、かつ、Aが50％を超える議決

権を有する乙法人（Aの支配法人）が甲株式会社の設立時

発行株式監旦鼠墨桑割き受けた場合、Aは、甲株式会社の

設立時発行株式を直接及び間接に合計51％を保有するこ

ととなり、その実質的支配者となるべき者と確認されるこ

ととなります。
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ウ　出資、融資、取引その他の関係を通じて、設立する会社

の事業活動に支配的な影響力を有する自然人となるべき者

とは、次の者です。

例えば、法人の意思決定に支配的な影響力を有すること

ができる程度の大口の取引予定先、法人の意思決定に支配
■　一　一　r I一一一　一－　一、、、一・　　、

的な影響力を行使できる程度の機関構成員を自社から派遣

している上場企業、法人の代表権を有する者に対して支配

的な影響力を行使することができるような関係を有する自

然人等が想定されています。

エ　国、地方公共団体等、上場企業（外国の上場企業も含み

ます。）及びその子会社は、同項の適用については、自然
、　　　＼

人とみなされています（同条4項）。

上場企業又はその子会社が実質的支配者と認められる場

合、上場企業又はその子会社が暴力団員等に該当するか否

かの申告を求めることとなります。

＊　子会社とは、（ア）会社がその総株主の議決権の過半

数を有する株式会社（会社法2条3号）、（イ）会社が

他の会社等の財務及び事業の方針の決定を支配してい

る場合における当該他の会社等（会社法施行規則3条

1項）です。

オ　やむを得ない理由から上記①及び②に該当する者を把握

できない場合

例えば、外国の株式会社1社が発起人となって100％

出資する場合に、発起人会社の代表者等に確認等をしても、

当該発起人会社の株主が有する同会社株式の割合等が分か

らない場合、それがやむを得ないと認められる限り、上記

③の自然人がいるかどうかを確認し、その存否もやむを得

ない理由から不明であれば、上記④により、設立会社の代

表権のある取締役が実質呵責配者となるべき者に該当する

と藤漕ぎ打者と主になります。
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＼、

カ　その他、実質的支配者となるべき者の該当事由について

疑問が生じたとき

担当公証人にお問い合わせください。

（2）一般社団法人及び一般財団法人の場合

次の順序に従って確認します。

①　出資、融資、取引その他の関係を通じて、事業活動に支配

的な影響力を有する自然人となるべき者（犯収法規則11条

2項3号ロ）がいれば、その該当者全員が実質的支配者とな

るべき者

②　上記①に該当する者がいない場合は、設立する法人を代表

し、その業務を執行する自然人となるべき者が、実質的支配

者となるべき者（同項4号）

【特に留意していただきたい事項】

ア　当該法人の事業から生ずる収益又は当該事業に係る財産

の総額の4分の1を超える収益の配当又は財産の分配を受

ける権利を有していると認められる自然人（同条2項3号

イ）に該当する者も、法規上は実質的支配者となりますが、

一般社団法人及び一般財団法人では、社員や設立者に剰余

金又は残余財産の分配を受ける権利を与える旨の定款の規

定は効力を有しないことなどから、実務上、これに該当す

る者はいないと思われます。そのため、申告書の「実質的

支配者となるべき者の該当事由」にも、その選択肢を設け

ていませんが、もしこれに該当すると思料される者がいた

場合には、その対応について、担当公証人に相談してくだ

さい。

イ　その他、上記（1）のりからカまでを参照してください。

4＿＿　認証手続の概要（従来の認証手続から変更となった点）＿＿

（1）定款認証申請前の手続

①　定款案の公証人への送付と検討依頼

従来どおり、メール、ファックス等で定款案の送付をお願
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いします。公証人が、定款案を検討し、検討結果を御連絡し

ます。

②　実質的支配者となるべき者の申告書の送付

前記のとおりです。

③　申告書記載の実質的支配者となるべき者が暴力団員等に該

当するか否かについて、公証人がデータベースによりチェッ

ク

＊　データベースでヒットしなければ、通常手続で認証

＊　ヒットした場合は、次の手続となります。

④　データベースでヒットした場合には、公証人は、嘱託人又

は実質的支配者となるべき者に対し、申告内容等について必

要な説明を求め、申告書記載の実質的支配者となるべき者が

データベース上の暴力団員等であるか否かや、法人の設立目

的が違法なものではないかなどを確認することとなります。

嘱託人等に対する事情聴取の結果、実質的支配者となるべ

き者が暴力団員等に該当しないと判断した場合には、公証人

は、そのまま認証手続を行います。

⑤　これに対し、嘱託人等に対する事情聴取の結果、実質的支

配者となるべき者が暴力団員等に該当する疑いを払拭できな

い場合には、公証人は、必要に応じて、関係機関に照会する

こともあります。

その結果、当該実質的支配者となるべき者が暴力団員等で

ないことが明らかとなれば、通常手続で認証しますが、その

場合でも、認証までに、数日から1か月程度を要することも

あり得ます。

逆に、実質的支配者となるべき者が暴力団員等であり、嘱

託人又は実質的支配者となるべき者の説明等を考慮しても、

法人の設立行為に違法があると認められる場合には、公証人

は、定款認証を拒否することとなります。

⑥　上記申告や上記説明自体がない場合も、同様に拒否するこ
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ととなります。

（2）定款認証申請時の手続

①　電子定款の場合（参考資料3「FATF対応（申請者側画

面）」参照）

電子定款の認証の嘱託について、嘱託人の氏名・よみがな

のほかに、実質的支配者となるべき者の氏名・よみがなを入

力していただくこととなります。

この実施は、平成30年11月30日（金）からですが、

システムの円滑な移行のために、それに先立つ同月26日

（月）から、この入力画面を表示することとなります。した

がって、同月26日から同月29日までの間は、「実質的支

配者」の欄を空白にしたままオンライン申請をしていただく

こととなります。

②　紙定款の場合

従来の手続どおりです。

なお、公証人側で、紙定款における実質的支配者となるべ

き者の氏名・よみがなを、公証人のデータベースに入力する

こととなります。

（3）面前認証手続

当面は、従来どおりです。ただし、後記5を参照してくださ

い。

（4）定款認証文

電子定款及び紙定款のいずれにおいても、定款の認証文には

実質的支配者となるべき者の申告があったことなども記載され

ることとなります（参考資料4「FATF対応定款の新たな認

証文例」参照）。

（電子定款の認証文の一例）

嘱託人は、本職に対し、設立される法人の実質的支配者とな

るべき者が〇〇〇〇である旨及び同人が暴力団員等でない旨を

申告した。
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お問い合わせください。

（6）暴力団員等と認定された場合の定款認証拒否の手続

実質的支配者となるべき者が暴力団員等と認められる場合で

も、暴力団員等であること自体から、直ちに定款に違法事由及

び無効事由があるとするものではありません。しかしながら、

暴力団員等が実質的支配者となる法人設立は、マネーロンダリ

ング等の違法目的で行われる蓋然性が高いことから、当該法人

設立の目的が違法なものではないとの確証が得られる程度に合

理的な説明がない限り、当該設立行為は、公序良俗に反する無

効なものと認定されます。そして、そのような合理性が認めら

れることはほとんどないため（近々暴力団を脱退して、真っ当．

な仕事をするために・この法人を設立すると説明したときであ

っても、その合理性を認めることは困難です。）、暴力団員等

に該当すると認められる場合には、原則として、定款認証を拒

むこととなります。

定款認証の拒否理由としては、「公証人法62条の6第4項

（紙定款の場合には60条）、26条に基づき、定款認証を行

うことはできない」ということになり、嘱託人から希望があれ

ば、文書で説明します。

ちなみに、公証人による定款認証拒否に不服があるときは、

当該公証人の所属する法務局長又は地方法務局長に対する異議

の申出（公証人法78条1項）を行うことができます。

一今後の定款認証手続＿l；＿⊇旦て

（1）テレビ電話による電子定款認証手続

平成31年3月末までに、発起人が電子署名をして申請した

電子定款認証については、発起人が希望すれば、公証役場に赴

くことなく、スマホ等を利用したテレビ電話システムで面前認

証を受けることができるようになります。さらに、同年末まで

に、発起人が定款作成代理人に対して電子署名を付した委任状

を交付した場合に、定款作成代理人が希望すれば、同じく、ス
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マホ等を利用してテレビ電話システムで面前認証を受けること

ができるようにすることを検討しています。

（2）法人設立登記と一体となった定款認証手続

政府は、平成3　3年3月末までに、法人設立のワンストップ

化として、法人設立登記申請と定款認証申請の申請フォームを

統合し、嘱託人が、定款認証と法人設立登記の申請を同時に行

い、公証人が認証した認証文付き定款が自動的に登記所に送付

されるというシステムの導入を計画しています。

本説明メモ中の解釈運用について峰＿、関係各省庁の了解＿考得て＿阜＿1

るものではなく、今後、変更されることもあり得ますので、御留意

ください。
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